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令和４年３月豊橋市議会定例会 

 

〔Ｒ４．２．２１ 議運資料〕 

 

 

○ 提出事件 

 

予 算 案       １３ 件 （うち補正３件） 

 

条 例 案       ２３ 件  

 

単 行 案        ６ 件 （うち人事案２件） 

 

報  告    １ 件  

 

 

以 上       ４３ 件  
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３月市議会定例会議案概要説明書 

 

〔 条 例 案 〕        

 

議案第１７号   豊橋市の政策推進における部等の役割を定める条例の一部を改正す

る条例 

                                   （行政課） 

組織機構改革の実施に伴い、政策の推進を担う部等の役割について変更するため、現

行条例の一部を改正するもの 

 

  （令和４年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

 

 

議案第１８号   豊橋市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

（行政課） 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７

号。令和３年５月１９日公布）により、条例で引用する行政機関の保有する個人情報の

保護に関する法律及び独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律が廃止さ

れ、及び個人情報の保護に関する法律へ統合されることに伴い、規定の整備をするため、

現行条例の一部を改正するもの 

 

（令和４年４月１日から施行） 
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議案第１９号   豊橋市職員定数条例の一部を改正する条例 

（人事課） 

職員定数の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

区  分 改正後 改正前 増減 

市長の事務部局の職員 ２，９９６人 ２，９５３人 ４３人 

水道事業及び下水道事業管理者

の事務部局の職員 
１８３人 １８２人 １人 

教育委員会の事務部局等の職員 ２０５人 ２１２人 ▲７人 

消防の事務部局の職員 ３４０人 ３３８人 ２人 

    

職員定数 ３，７７１人 ３，７３２人 ３９人 

 

（令和４年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

 

 

議案第２０号   豊橋市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

                                   （人事課） 

 職員の服務の宣誓に係る宣誓書への署名を廃止等するため、現行条例の一部を改正す

るもの 

 

〇 新たに職員となった者が服務の宣誓の際に行う、任命権者等の面前における宣誓書

への署名を廃止し、宣誓書を任命権者に提出するものとする。 

 

（令和４年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

 



4 

議案第２１号   豊橋市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

（人事課） 

非常勤職員等の育児休業等の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

１ 非常勤職員に係る育児休業及び部分休業の取得要件の緩和 

在職期間が１年以上必要であるとする取得要件を廃止する。 

２ 育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する措置等 

（1）妊娠、出産等を申し出た職員に対し育児休業制度等を周知し、育児休業の取得意

向の確認のための措置をし、及び当該職員が不利益な取扱いを受けることがない

ようにすることを任命権者に義務付ける。 

（2）職員に対する育児休業に係る研修の実施並びに育児休業に関する相談体制及び勤

務環境の整備をすることを任命権者に義務付ける。 

 

（令和４年４月１日から施行） 

 

 

議案第２２号    豊橋市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を 

改正する条例 

議案第２３号   豊橋市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例 

議案第２４号   豊橋市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を改正する 

条例 

議案第２５号   豊橋市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

議案第２６号   豊橋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正す 

る条例 

（人事課） 

１ 期末手当の支給率の引き下げ 

（１）一般職の期末手当の支給率の引下げ 

〇 令和４年度以降の期末手当・勤勉手当の支給率 

区   分 現   行 改   定 増   減 

6 月期 
期末手当 

勤勉手当 

1.275 月(0.725 月) 

0.950 月(0.450 月) 

1.20 月(0.675 月) 

0.95 月(0.450 月) 

▲0.075月(▲0.05月) 

12 月期 
期末手当 

勤勉手当 

1.275 月(0.725 月) 

0.950 月(0.450 月) 

1.20 月(0.675 月) 

0.95 月(0.450 月) 

▲0.075月(▲0.05月) 

年 間 

期末手当 

勤勉手当 

2.55 月(1.45 月) 

1.90 月(0.90 月) 

2.40 月(1.35 月) 

1.90 月(0.90 月) 

▲0.15 月(▲0.1 月) 

合  計 4.45 月(2.35 月) 4.30 月(2.25 月) ▲0.15 月(▲0.1 月) 

※括弧は、再任用職員 
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（２）特定任期付職員の期末手当の支給率の引下げ 

〇 令和４年度以降の期末手当の支給率 

区   分 現   行 改   定 増   減 

6 月期 1.675 月 1.625 月 ▲0.05 月 

12 月期 1.675 月 1.625 月 ▲0.05 月 

年間合計  3.35 月  3.25 月  ▲0.1 月 

 

（３）特別職の期末手当の支給率の引下げ 

〇 令和４年度以降の期末手当の支給率 

区   分 現   行 改   定 増   減 

6 月期 1.675 月 1.625 月 ▲0.05 月 

12 月期 1.675 月 1.625 月 ▲0.05 月 

年間合計  3.35 月  3.25 月  ▲0.1 月 

 

（４）令和４年度の影響額 

一 般 会 計 特 別 会 計 企 業 会 計 合     計 

約▲1億 3,900 万円 約▲630 万円 約▲9,200 万円 約▲2 億 3,730 万円 

 

２ その他 

職務の困難の度合いや勤務条件等が同じ職務の級に属する他の職に比べて著しく特

殊な一般職に対し、給料月額が適当でないと認めるときは、その特殊性に基づき、給

料月額の１００分の２５の範囲内で調整額を支給できることとするもの 

 

３ 実施時期 

  令和４年４月１日（ただし、２については、同年２月１日から適用） 
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議案第２７号   豊橋市市費負担教員の給与等に関する条例の一部を改正する条例  

（学校教育課） 

 豊橋市教育委員会の市費負担教員の給与の適正化を図るため、現行条例の一部を改正

するもの 

 

〇 給料表の見直し 

県費負担教職員の給与との均衡を保つため、市費負担教員の給料表の見直しを行う。 

 

（令和４年４月１日から施行） 

 

 

 

議案第２８号   豊橋市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例  

  （人事課） 

 市職員の特殊勤務手当の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

１ 用地交渉手当の支給額等の見直し 

改正後 改正前 

勤務内容 手当の額 勤務内容 手当の額 

公共用地の取得等

に係る交渉業務 

深夜（22時から5時まで

の間）に業務を行う場合 

日額1,500円 
正規の勤務時間以外の時

間において行う公共用地

の取得等に係る交渉業務 

日額650円 
上記以外の時間に業務

を行う場合 

日額1,000円 

 

２ 危険手当の支給額の見直し 

改正後 改正前 

月額 7,000 円以内、日額 1,620 円以内

又は１件 300 円以内 

月額 6,000 円以内、日額 600 円以内

又は１件 300 円以内 

 

（令和４年４月１日から施行） 
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議案第２９号   豊橋市長の調査等の対象となる法人を定める条例の一部を改正する

条例 

                                           （行政課・「スポーツのまち」づくり課） 

 地方自治法施行令の規定により条例で定める市長の調査等の対象となる法人について、

名称が変更されたことに伴い、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 法人の名称の変更 

改正後 改正前 

公益財団法人豊橋市スポーツ協会 公益財団法人豊橋市体育協会 

 

（令和４年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

 

議案第３０号   豊橋市高齢者福祉・医療振興基金条例 

                               （長寿介護課） 

寄附金を原資として高齢者の福祉の増進及び保健医療の向上を図る基金を設置するた

め、地方自治法第２４１条の規定に基づき新たに条例を制定するもの 

 

（公布の日から施行） 
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議案第３１号   豊橋市手数料条例の一部を改正する条例 

                             （建築指導課・財政課） 

 住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号。令和３年５月２８日公布）の

施行による長期優良住宅の普及の促進に関する法律及び住宅の品質確保の促進等に関す

る法律の一部改正に伴い、所要の改正をするため、現行条例の一部を改正するもの 

 

１ 認定長期優良住宅建築等計画に基づく建築に係る住宅の容積率の特例許可申請手数

料の新設 

  長期優良住宅の認定を受けた住宅で、一定規模以上の敷地面積を有し、市街地の環

境の整備改善に資するものについて、法で規定する容積率を超えて建築することを許

可する場合の手数料を新設する。 

手数料名 単位 金額（円） 

認定長期優良住宅建築等計画に基づく建築に
係る住宅の容積率の特例許可申請手数料 

１件 160,000 

 

２ その他規定の整備 

 長期優良住宅建築等計画認定及び変更認定申請における手続の合理化等により手数 

料の区分を削除する等の規定の整備をする。 

 

（公布の日から施行） 
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議案第３２号   豊橋市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

（国保年金課） 

国民健康保険財政の健全な運営及び国民健康保険税の負担の適正化を図るため、及び

全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律（令

和３年法律第６６号。令和３年６月１１日公布）等の施行による地方税法施行令の一部

改正に伴い、未就学児に係る被保険者均等割額を減額するため、現行条例の一部を改正

するもの 

 

１ 税率の改定 

区   分 
税        率 

改 正 後 改 正 前 

基
礎
課
税
額 

所 得 割 額 
基礎控除後の総所得金額等の 

１００分の６．６０ 

基礎控除後の総所得金額等の 

１００分の６．４８ 

被保険者均等割額 
被保険者１人について 

１９，５００円 

被保険者１人について 

１８，８００円 

世 帯 別 平 等 割 額 

（ ）内上段は、特定世帯 

下段は、特定継続世帯 

１世帯について 

 ２５，５００円  

  （１２，７５０円） 

  （１９，１２５円） 

１世帯について 

２８，２００円  

  （１４，１００円） 

  （２１，１５０円） 

後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額

所 得 割 額 
基礎控除後の総所得金額等の 

１００分の２．４６ 

基礎控除後の総所得金額等の 

１００分の２．４４ 

被保険者均等割額 
被保険者１人について 

   ６，９００円 

被保険者１人について 

   ６，８００円 

世 帯 別 平 等 割 額 

（ ）内上段は、特定世帯 

下段は、特定継続世帯 

１世帯について 

 ９，３００円  

  （４，６５０円） 

 （６，９７５円） 

１世帯について 

 １０，１００円  

  （５，０５０円） 

 （７，５７５円） 

介
護
納
付
金
課
税
額

所 得 割 額 
基礎控除後の総所得金額等の 

１００分の２．４９ 

基礎控除後の総所得金額等の 

１００分の２．１４ 

被保険者均等割額 
被保険者１人について 

    ８，７００円 

被保険者１人について 

    ７，９００円 

世 帯 別 平 等 割 額 
１世帯について 

    ８，３００円 

１世帯について 

    ８，４００円 

※ 特定同一世帯所属者（国民健康保険から後期高齢者医療保険に移行後、継続して

同じ世帯に属する者）が属する世帯で国民健康保険の加入者が１人のみである世帯

のうち、１年目から５年間を特定世帯といい、基礎課税額及び後期高齢者支援金等

課税額の世帯別平等割額の２分の１が減額され、６年目から３年間を特定継続世帯

といい、基礎課税額及び後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等割額の４分の１が

減額される。 
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２ 低所得世帯に係る国民健康保険税の軽減金額の改定 
 

軽減割合 

軽     減     金     額 

基礎課税額 
後期高齢者 

支援金等課税額 
介護納付金課税額 

被保険者

均等割額 

被保険者

１人につ

いて 

世帯別平等

割額 

１世帯につ

いて 

( )内上段は

特定世帯、

下段は特定

継続世帯 

被保険者

均等割額 

被保険者

１人につ

いて 

世帯別平等

割額 

１世帯につ

いて 

( )内上段は

特定世帯、

下段は特定

継続世帯 

被保険者

均等割額 

被保険者

１人につ

いて 

世帯別平

等割額 

１世帯に

ついて 

７ 

割 

改正後 13,650 円 

17,850 円 

(8,925 円)

 (13,388 円)

4,830 円 

6,510 円 

(3,255 円)

(4,883 円)

6,090 円 5,810 円 

改正前 13,160 円 

19,740 円 

(9,870 円)

 (14,805 円)

4,760 円 

7,070 円 

(3,535 円)

(5,303 円)

5,530 円 5,880 円 

５ 

割 

改正後 9,750 円 

12,750 円 

(6,375 円)

(9,563 円)

3,450 円 

4,650 円 

(2,325 円)

(3,488 円)

4,350 円 4,150 円 

改正前 9,400 円 

14,100 円 

(7,050 円)

 (10,575 円)

3,400 円 

5,050 円 

(2,525 円)

(3,788 円)

3,950 円 4,200 円 

２ 

割 

改正後 3,900 円 

5,100 円 

(2,550 円)

(3,825 円)

1,380 円 

1,860 円 

(930 円)

(1,395 円)

1,740 円 1,660 円 

改正前 3,760 円 

5,640 円 

(2,820 円)

 (4,230 円)

1,360 円 

2,020 円 

(1,010 円)

(1,515 円)

1,580 円 1,680 円 

 

３ 未就学児に係る被保険者均等割額の減額制度の創設 

保険税の納税義務者の属する世帯内に、未就学児（６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者）がある場合における当該納税義務者に対して課する未

就学児に係る被保険者均等割額（低所得者世帯に係る保険税の減額賦課の基準に従い、

当該被保険者均等割額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）は、当該被保険者均等割額から１０分の５を乗じた額を減額した額とする。 

 

４ 適用時期 

  令和４年度分の国民健康保険税から適用 
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議案第３３号   とよはし産業人材育成センター条例 

                               （商工業振興課） 

 本市産業の成長を支える人材を育成することにより、もって地域経済の発展に寄与す

るため、とよはし産業人材育成センターを設置するのに伴い、その名称、使用の手続等

について条例でこれを規定するもの 

 

１ 名 称  とよはし産業人材育成センター 

２ 位 置  豊橋市神野新田町字シノ割１番地３ 

３ 使 用 料 

時間 

 

区分 

午前 午後 全日 

午前９時から

午後１時まで 

午後１時から

午後５時まで 

午前９時から

午後５時まで 

研修棟 

 

会議室Ａ 

円 

2,200 

円 

2,200 

円 

4,400 

会議室Ｂ 2,000 2,000 4,000 

視聴覚室 3,300 3,300 6,600 

教室Ａ 2,800 2,800 5,600 

教室Ｂ 2,400 2,400 4,800 

教室Ｃ 2,000 2,000 4,000 

教室Ｄ 2,000 2,000 4,000 

教室Ｅ 2,000 2,000 4,000 

コンピュータ室 3,500 3,500 7,000 

展示スペース 3,600 3,600 7,200 

講堂（体育館） 9,100 9,100 18,200 

実習棟 

教室１ 7,400 7,400 14,800 

教室２ 3,600 3,600 7,200 

教室３ 4,200 4,200 8,400 

ク レ ー ン 

実 習 室 

全面使用 5,000 5,000 10,000 

半面使用 2,500 2,500 5,000 

フォークリフト教習コース 5,000 5,000 10,000 

自動車教習コース 15,200 15,200 30,400 

 

（令和４年４月１日から施行） 
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議案第３４号   豊橋市漁港管理条例の一部を改正する条例 

（農業支援課） 

 漁港施設用地に係る占用料の額の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 占用料の変更 

 

（令和４年４月１日から施行） 

 

 

 

議案第３５号   豊橋市道路占用料条例の一部を改正する条例 

（土木管理課） 

 道路法施行令の一部改正（令和元年政令第１１２号。令和元年９月２７日公布）に伴

い、道路占用料の額の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 占用料の変更 

占用物件

の種類 
区分 単位 

占用料（単位円） 

改正後 改正前 

法第３２条

第１項第１

号に掲げる

工作物 

第１種電柱 １本１年につき 950 1,100 

第２種電柱 １本１年につき 1,500 1,600 

第３種電柱 １本１年につき 2,000 2,200 

第１種電話柱 １本１年につき 850 940 

第２種電話柱 １本１年につき 1,400 1,500 

第３種電話柱 １本１年につき 1,900 2,100 

その他の柱類 １本１年につき 85 94 
変圧塔その他これに類する

もの及び公衆電話所 
１個１年につき 1,700 1,900 

郵便差出箱及び信書便差出

箱 
１個１年につき 720 790 

広告塔 
表示面積１平方メートル１

年につき 
2,400 2,300 

地下に設ける電線その他の

線類 
長さ１メートル１年につき 5 6 

路上に設ける変圧器 １個１年につき 830 920 

地下に設ける変圧器 
占用面積１平方メートル１

年につき 
510 570 

その他のもの 
占用面積１平方メートル１

年につき 
1,700 1,900 

区分 単位 
占用料（単位円） 

改正後 改正前 

柱類を

設置す

る場合 

電柱 

第１種電柱 １本１年につき 890 990 

第２種電柱 １本１年につき 1,400 1,500 

第３種電柱 １本１年につき 1,800 2,100 

その他の柱類 １本１年につき 79 89 
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法第３２条

第１項第２

号に掲げる

物件 

外径が０.０７メートル未満

のもの 
長さ１メートル１年につき 36 40 

外径が０.０７メートル以上

０.１メートル未満のもの 
長さ１メートル１年につき 51 57 

外 径 が ０ .１ メ ー ト ル 以 上

０.１５メートル未満のもの 
長さ１メートル１年につき 77 85 

外径が０.１５メートル以上 

０.２メートル未満のもの 
長さ１メートル１年につき 100 110 

外径が０.２メートル以上 

０.３メートル未満のもの 
長さ１メートル１年につき 150 170 

外径が０.３メートル以上 

０.４メートル未満のもの 
長さ１メートル１年につき 200 230 

外径が０.４メートル以上 

０.７メートル未満のもの 
長さ１メートル１年につき 360 400 

外径が０.７メートル以上 

１メートル未満のもの 
長さ１メートル１年につき 510 570 

外径が１メートル以上のも

の 
長さ１メートル１年につき 1,000 1,100 

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲

げる施設 

占用面積１平方メートル１

年につき 
1,700 1,900 

法第３２条

第１項第５

号に掲げる

施設 

上空に設ける通路 
占用面積１平方メートル１

年につき 
1,200 1,100 

地下に設ける通路 
占用面積１平方メートル１

年につき 
710 680 

その他のもの 
占用面積１平方メートル１

年につき 
1,700 1,900 

法第３２条

第１項第６

号に掲げる

施設 

祭礼、縁日等に際し、一時的

に設けるもの 

占用面積１平方メートル１

日につき 
24 23 

その他のもの 
占用面積１平方メートル１

月につき 
240 230 

令第７条第

１号に掲げ

る物件 

看板（アー

チであるも

のを除く。） 

一 時 的 に 設 け

るもの 

表示面積１平方メートル１

月につき 
240 230 

その他のもの 
表示面積１平方メートル１

年につき 
2,400 2,300 

標識 １本１年につき 1,400 1,500 

旗ざお 

祭礼、縁日等に

際し、一時的に

設けるもの 

１本１日につき 24 23 

その他のもの １本１月につき 240 230 
幕（令第７

条第４号に

掲げる工事

用施設であ

るものを除

く。） 

祭礼、縁日等に

際し、一時的に

設けるもの 

その面積１平方メートル１

日につき 
24 23 

その他のもの 
その面積１平方メートル１

月につき 
240 230 

アーチ 

車 道 を 横 断 す

るもの 
１基１月につき 2,400 2,300 

その他のもの １基１月につき 1,200 1,100 

令第７条第２号に掲げる工作物 
占用面積１平方メートル１

年につき 
1,700 1,900 

令第７条第３号に掲げる施設 
占用面積１平方メートル１

年につき 

Ａ に 0.033 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.034 を

乗じて得た額 

令第７条第４号に掲げる工事用施設及び

同条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平方メートル１

月につき 
240 230 

令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び

同条第７号に掲げる施設 

占用面積１平方メートル１

月につき 
170 190 
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令第７条第

１１号に掲

げる応急仮

設建築物 

トンネルの上又は高架の道

路の路面下に設けるもの 

占用面積１平方メートル１

年につき 

Ａに 0.014 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.015 を

乗じて得た額 

上空に設けるもの 
占用面積１平方メートル１

年につき 

Ａに 0.023 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.024 を

乗じて得た額 

その他のもの 
占用面積１平方メートル１

年につき 

Ａに 0.033 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.034 を

乗じて得た額 

令第７条第１２号に掲げる器具 
占用面積１平方メートル１

年につき 

Ａ に 0.033 を

乗じて得た額 

Ａに 0.034 を

乗じて得た額 

 ※Ａは、近傍類似の土地の時価を表すもの 

 

（令和４年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第３６号   豊橋市海岸占用料等徴収条例の一部を改正する条例 

（農地整備課） 

 海岸占用料の額の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 占用料の変更 

 

（令和４年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

 

 

占用の種類 区分 単位 
占用料（単位円） 

改正後 改正前 

柱類を設置す

る場合 

電柱 

第１種電柱 １本１年につき 950 1,100 

第２種電柱 １本１年につき 1,500 1,600 

第３種電柱 １本１年につき 2,000 2,200 

その他の柱類 １本１年につき 85 94 
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議案第３７号   豊橋市営住宅条例の一部を改正する条例 

                                  （住宅課） 

配偶者からの暴力を受けた被害者の居住の安定を図るため入居資格を緩和するほか、

規定の整備をするため、現行条例の一部を改正するもの  
 

〇 婦人相談所等による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」が発行さ

れ、又は配偶者暴力対応機関若しくは民間支援団体において所定の様式によりＤＶ被

害が確認されている者について、単身での入居を可能とする。 

 

（公布の日から施行） 

 

 

 

 

 

議案第３８号   豊橋市地域防災計画に定める大規模な工場その他の施設の用途及び

規模を定める条例 

                               （防災危機管理課） 

浸水想定区域内における民間事業者の水防力の強化を図るため、水防法の規定に基づ

き、新たに条例を制定するもの   
１ 趣旨  

水防法の規定に基づき、条例で対象となる施設の用途及び規模を定め、浸水想定区

域内にある当該施設の所有者又は管理者からの申出があった場合に、豊橋市地域防災

計画に当該施設の名称及び所在地を定めることで、浸水防止を図るための計画策定、

訓練及び自衛水防組織の設置の努力義務を課す。   
２ 条例で定める施設の用途及び規模 

  工場、作業場又は倉庫のうち、延べ面積が 10,000 ㎡以上であるもの  
 

（公布の日から施行） 
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議案第３９号   豊橋市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

                               （消防本部総務課） 

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４

０号。令和２年６月５日公布）の施行による消防団員等公務災害補償等責任共済等に関

する法律の一部改正に伴い、非常勤消防団員の損害補償を受ける権利に係る例外規定を

削除するため、現行条例の一部を改正するもの 

 

〇 株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫が行う非常勤消防団員の傷病

補償年金等を受ける権利を担保にした恩給等担保貸付事業が廃止されることに伴い、

当該権利を例外的に担保に供することができる等の規定を削除する。  
 

（令和４年４月１日から施行） 
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〔 単 行 案 〕 

 

議案第４０号   市道の路線廃止について 

         （大岩町・飯村町１号線以下３８路線） 

（土木管理課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第４１号   市道の路線認定について 

         （高田町・天伯町３１号線以下４９路線） 

（土木管理課） 
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議案第４２号   物品購入契約締結について 

（契約検査課・商工業振興課） 

１ 物 品 名  エンジン式フォークリフト（教習車仕様） 

２ 数   量  ４台 

３ 落札年月日  令和４年１月２４日 

４ 契 約 価 格  ３５，２００，０００円 

５ 購 入 先  トヨタＬ＆Ｆ中部（株）ソリューション営業部 

６ 契 約 方 法  一般競争入札（応札１社） 

 

 

 

 

 

 

議案第４３号   包括外部監査契約の締結について 

（行政課） 

 地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により、議会の議決を求めるもの 

 

１ 契 約 の 目 的  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始 期  令和４年４月１日 

３ 契 約 の 金 額  １１，０００，０００円を上限とする額 

４ 契約の相手方  氏名 世 羅  徹（資格 公認会計士） 
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議案第４４号   固定資産評価審査委員会委員の選任について 

（行政課） 

 固定資産評価審査委員会委員のうち１人が任期満了となるため、後任委員の選任につ

いて、地方税法第４２３条第３項の規定により議会の同意を求めるもの 

 

参 考  定数 ６人以内 

任期 ３年 

      任期満了となる委員 

氏  名 年 齢 任期満了日 備 考 

佐 藤 直 子 ６１歳 令和４年３月２８日 現在２期目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第４５号   教育委員会教育長の任命について 

（教育政策課） 

教育長山西正泰が令和４年３月３１日で任期満了となるため、後任者の任命について、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項の規定により議会の同意を求

めるもの 
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〔 報 告 〕 

 

報告第４号   専決処分の報告について 

（契約検査課・消防本部総務課・教育政策課） 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づく議会の議決により、市長の専決処分事項

となっている変更契約の締結について、同条第２項の規定により報告するもの 

 

１（１）専 決 年 月 日  令和４年１月２８日 

（２）変更する議決  令和２年第９２号議決 

            工事請負契約締結について（南消防署大規模改造工事） 

（３）変 更 内 容 

契約価格 

変更前 ２０９，０００，０００円 

変更後 ２１２，７８９，５００円 

差引き ３，７８９，５００円 

・スロープの形状の変更及び手すりを追加する変更等のため 

 

２（１）専 決 年 月 日  令和４年２月２日 

（２）変更する議決  令和３年第８６号議決 

            工事請負契約締結について（本郷中学校南校舎大規模改造工事） 

（３）変 更 内 容     

契約価格 

変更前 ２５８，５００，０００円 

変更後 ２５９，４８１，２００円 

差引き ９８１，２００円 

・外壁改修の施工数量の変更等のため 

 

 


